
○浦添市介護保険福祉用具購入費及び住宅改修費の受領委任払いに関する規程 

平成28年９月30日 

告示第152号 

改正 平成30年３月26日告示第55号 

平成30年７月30日告示第148号 

令和３年５月31日告示第100号 

令和６年５月27日告示第69号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第44

条第１項の居宅介護福祉用具購入費及び法第56条第１項の介護予防福祉用具購入費

（以下「福祉用具購入費」という。）並びに法第45条第１項の居宅介護住宅改修費

及び法第57条第１項の介護予防住宅改修費（以下「住宅改修費」という。）の支給

について、法第41条第１項に規定する居宅要介護被保険者及び法第53条第１項に規

定する居宅要支援被保険者（以下「居宅要介護等被保険者」という。）の一時的な

費用負担を軽減するため、居宅要介護等被保険者に対して支給される福祉用具購入

費又は住宅改修費の受領に関する権限を、法第44条第１項に規定する特定福祉用具

若しくは法第56条第１項に規定する特定介護予防福祉用具の販売を行う者又は法第

45条第１項に規定する居宅介護住宅改修若しくは法第57条第１項に規定する介護予

防住宅改修の施工を行う者（以下「事業者」という。）に委任すること（以下「受

領委任払い」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（対象者） 

第２条 居宅要介護等被保険者は、事業者から同意を得た上で受領委任払いを利用す

ることができる。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、受領委任払いを

利用することができないものとする。 

(1) 法第66条第１項又は第２項の規定により支払方法変更の記載を受けていると

き。 

(2) 法第67条第１項又は第２項の規定により保険給付の全部又は一部の支払の一

時差止めがなされているとき。 

(3) 法第68条第１項の規定により被保険者証に保険給付差止めの記載を受けてい

るとき。 

(4) 法第69条第１項の規定により被保険者証に給付額減額等の記載を受けている

とき。 

(5) 医療機関又は介護保険施設等に入院又は入所中であるとき（退院又は退所予定



者を除く。）。 

（自己負担額の支払） 

第３条 受領委任払いにより福祉用具購入費又は住宅改修費の支給を受ける居宅要介

護等被保険者は、当該福祉用具購入又は住宅改修に要した費用から当該福祉用具購

入費又は住宅改修費として支給を受けるべき額を除いた費用を事業者に支払わなけ

ればならない。 

２ 前項の場合において、対象となる福祉用具購入費又は住宅改修費の算定に係る自

己負担額に１円未満の端数があるときは、切り上げるものとする。 

（平30告示148・一部改正） 

（事業者登録） 

第４条 受領委任払いの取扱いを受けようとする事業者は、次に掲げる要件を満たし

た上で、あらかじめ市の登録（以下「事業者登録」という。）を受けるものとする。 

(1) 沖縄県内に事務所又は事業所があること。 

(2) 福祉用具購入費については、沖縄県知事が指定する特定福祉用具販売事業者及

び特定介護予防福祉用具販売事業者であること。 

２ 事業者登録を受けようとする事業者は、受領委任払い事業者登録申請書（様式第

１号）により市長に申請するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査の上で、登録の

可否を決定し、受領委任払い事業者登録決定（却下）通知書（様式第２号）により

事業者に通知するものとする。 

（事業者の責務） 

第５条 前条の規定により事業者登録を受けた事業所（以下「登録事業者」という。）

は、法その他の関係法令等を遵守し、居宅要介護等被保険者の心身状況等に応じた

適切なサービスの提供を行うよう努めるものとする。 

２ 登録事業者は、居宅要介護等被保険者の福祉用具購入費又は住宅改修費のサービ

スの提供に当たっては、市、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所その他関

係機関との連携に努めるものとする。 

３ 登録事業者は、正当な理由なく受領委任払いの利用を拒否してはならないものと

する。 

（令６告示69・一部改正） 

（変更の届出） 

第６条 登録事業者は、事業所の名称及び所在地その他の登録事項に変更があったと

きは、速やかに受領委任払い事業者登録事項変更届出書（様式第３号）により市長



に届け出るものとする。 

２ 登録事業者は、事業者登録を廃止しようとするときは、速やかに受領委任払い事

業者登録廃止届出書（様式第４号）により市長に届け出るものとする。 

（事業者登録の取消し） 

第７条 市長は、登録事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、事業者登録を

取り消すことができる。 

(1) 不正な手段により事業者登録を受けたとき。 

(2) 福祉用具購入費又は住宅改修費の請求に関し不正があったとき。 

(3) 第５条の規定に著しく違反したとき。 

(4) その他市長が登録事業者として不適当であると認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により事業者登録を取り消したときは、受領委任払い事業者

登録取消通知書（様式第５号）により当該事業所に通知するものとする。 

（支給申請） 

第８条 受領委任払いにより福祉用具購入費又は住宅改修費の支給を受けようとする

居宅要介護等被保険者は、第２条に規定する要件を満たした上で、介護保険居宅介

護（介護予防）福祉用具購入費支給申請書（受領委任払用）（様式第６号）又は介

護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費支給申請書（受領委任払用）（様式第７号）

に必要な書類を添えて、市長に提出するものとする。 

（支給の決定及び支払） 

第９条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、速やかにその内容を審査し、

支給又は不支給を決定する。この場合において、不支給を決定したときは、福祉用

具購入費不支給決定通知書［受領委任］（様式第８号）又は住宅改修費不支給決定

通知書［受領委任］（様式第９号）により、通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により支給を決定したときは、当該申請に係る福祉用具購入

費又は住宅改修費を、当該申請に係る登録事業者に支払うものとする。 

３ 前項の規定による支払があったときは、居宅要介護等被保険者に対し、福祉用具

購入費又は住宅改修費の支給があったものとみなす。 

（平30告示55・令６告示69・一部改正） 

（返還） 

第10条 市長は、登録事業者が偽りその他不正な手段により、福祉用具購入費又は住

宅改修費を受領したときは、当該登録事業者に対し支払を受けた当該福祉用具購入

費又は住宅改修費の全部又は一部を返還させることができる。 

（雑則） 



第11条 この告示に定めるもののほか、この告示の施行に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

この告示は、平成28年10月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月26日告示第55号） 

この告示は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年７月30日告示第148号） 

この告示は、平成30年８月１日から施行する。 

附 則（令和３年５月31日告示第100号） 

この告示は、令和３年６月１日から施行する。 

附 則（令和６年５月27日告示第69号） 

この告示は、令和６年５月27日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 


